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第１条 総則 

１． この特記仕様書は長野県土木工事共通仕様書（建設部）（令和○年○月○日適用）（以下｢共通仕様

書｣という。）に規定する特記仕様書で、小規模維持補修工事（及び除雪並びに凍結防止剤散布業

務）に適用する。 

２． 当該工事の施工にあたっての一般的事項は、｢共通仕様書｣によるものとする。 

３．受注者は、別紙「道路維持補修業務の民間委託に伴う維持補修工事に係る大規模地震発生時の道

路パトロール運用要領」（以下、「運用要領」という。）により、大規模地震（震度６弱以上）が発

生した場合、自主的に道路パトロールを行うこととする。 

 

第２条 現場代理人及び主任技術者 

１．受注者は発注依頼された都度、現場代理人及び主任技術者を定めて現場に設置し、発注図書に定

めるところにより、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しなければならない。これらの者

を変更したときも同様とする。 

２．主任技術者は、建設業法第２６条第 3 項の規定により配置すること。 

３．現場代理人は工事現場に常駐しなければならない。 

４．契約中における配置技術者の交代については、｢監理技術者制度運用マニュアル｣（平成 28 年 12 

 月 19 日付 国土建第 349 号、最終改正 令和 7 年 1 月 28 日付 不建技第 147 号）に定めるとおり

とする。 

 

第３条 施工計画書 

１． 受注者は工事を実施するにあたって共通仕様書１－１－１－６に定める施工計画書を提出しな  

ければならない。また、現場組織表を変更する場合は、速やかに提出しなければならない。 

２． 受注者は施工計画書に基づき工事を実施する場合は、作業日、工程、箇所及び数量等について予

め監督員と協議することとする。 

３． 受注者は、運用要領（案）に基づくパトロールの実施体制表について、施工計画書に記載し、実

施計画について予め監督員と協議することとする。 

 

第４条 貸付機械等 

当該工事において長野県が管理する建設機械を受注者に貸し付ける場合は、その取扱いについて

別途定めるものとする。 

 

第５条 廃棄物及び建設副産物 

１． 受注者は、本工事の施工に伴い発生した産業廃棄物及び一般廃棄物は「廃棄物の処理及び清掃に

関する法律」に基づき適正に処理しなければならない。 

２． 共通仕様書第１編第１章１－１－１－２３建設副産物の第４項、第５項及び第６項の規定におけ

る提出にあたっては、事前に監督員の確認を受けるものとする。 

 

第６条 施工管理等 



１．当該工事の施工管理は、｢長野県土木工事施工管理基準（建設部）｣によるものとする。 

２．当該工事の写真管理は、｢写真管理基準｣によるものとする。 

 

第７条 工事中の安全確保 

１． 受注者は工事の施工にあたっては周辺の地形・地質・交通状況等に応じ、十分な安全確保に努め

なければならない。 

２．工事期間中、特に夜間においては道路灯、バリケード等を設置し、十分な安全確保を行わなけれ

ばならない。 

３．工事の施工に際し、地下埋設物件等が予想される場合には、その管理者と立会いのうえ、当該物

件の位置、深さ等を確認し、保安対策について十分打ち合わせを行い、事故の発生を防止しなけれ

ばならない。 

４．受注者の責により第三者等に損害を与えた場合には、速やかに監督職員に報告するとともに、関

係機関に連絡したうえで応急措置を講じ、受注者の負担により補修しなければならない。 

５．交通規制を伴う工事を実施する場合には、原則として交通誘導警備員を配置するものとし、資格

者又は経験１年以上のものとすること。ただし、交通量が少ない場合は監督員との協議のうえ、信

号による規制等に代えることができる。 

 

第８条 概算数量 

当該工事の発注にあたり示した数量は概算数量であり、詳細については監督員の指示によるものと

する。 

 

第９条 守秘義務 

受注者は、業務の遂行上知り得た内容について第三者に漏らしてはならない。また、その雇用す

る職員についても同様とする。 

 

第１０条 工事成績 

当該工事は精算額に係わらず｢長野県工事成績評定要領｣の対象工事とはならない。 

 

 

 

 

 

 

 


